
■特別会計の決算状況
事　業 歳　入 歳　出

国民健康保険事業
特 別 会 計 3億1,725万円 3億1,507万円

後期高齢者医療事業
特 別 会 計 6,669万円 6,646万円

合　計 3億8,394万円 3億8,153万円

■村税の内訳
税　目 令和５年度 構成比

固定資産税 3億8,269万円 63.8％
村 民 税 1億7,932万円 29.9％
村たばこ税 2,142万円 3.6％
軽自動車税 1,403万円 2.4％
入 湯 税 202万円 0.3％
合　計 5億9,948万円 100.0％

■公営企業会計の決算状況

簡 易 水 道 事 業 会 計

収 益 的 収 入 2億260万円
収 益 的 支 出 2億184万円
資 本 的 収 入 5,839万円
資 本 的 支 出 1億927万円

農業集落排水事業会計

収 益 的 収 入 9,539万円
収 益 的 支 出 1億1,812万円
資 本 的 収 入 7,269万円
資 本 的 支 出 6,360万円

公共下水道事業会計

収 益 的 収 入 1億438万円
収 益 的 支 出 1億1,383万円
資 本 的 収 入 3,103万円
資 本 的 支 出 3,103万円
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●財政用語【主な歳入】
〇村　税 ………… 個人住民税、法人税、固定資産税、軽自動車税、たばこ税など
〇村　債 ………… 事業を行うための村の借入金
〇地方交付税 ……  村が標準的な仕事をする際に不足する財源を村の財政状況に応じて

国が交付するお金
〇国・県支出金 … 特定の事業や目的のために国や県から交付されるお金

※（　）内は令和４年度の値

村が将来負担する可
能性のある実質的な
借金が年間収入に対
しどれくらいかの割
合を示すものです。
350％を超えると早
期健全化団体になり
ます。

１年間の収入と支出
を比べ、赤字の割合
を示すものです。
村の普通会計及び特
別会計のいずれにつ
いても黒字でした。

財政基盤の強さを
表す指標で、数値
が１に近いほど財
政に余裕があると
されています。

収入に対する借金
の返済額の割合で、
借金の額が適正か
を判断する数値で
す。25％を超える
と村債の借り入れ
が制限されます。
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（－）

    
14
億
4,7
32
万円
  32

.7％　
　　　　　29億7,460万円  67.3％

18億9,358万円
42.8％

4億7,645万円
10.8％

歳入総額
5億9,948万円
13.6% 44億2,192万円自

主
財

源　
　　　依存

財
源

3億724万円
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国庫支出金

１億4,722万円 3.3％県支出金

村債

村税

5億6,256万円
12.7%

繰入金

地方交付税

1 億 5,011 万円   3.4％
【交付金等内訳】
地方消費税交付金 　  9,181 万円
地方譲与税 　　　　 4,088 万円
法人事業税交付金　　　830万円
環境性能割交付金　　　248万円
配当割交付金 　　　　  224 万円
株式譲渡所得割交付金　223万円
地方特例交付金 　　 　205万円
利子割交付金 　　　　　 12万円

8,100 万円   1.8％
【その他内訳】
使用料及び手数料 　  4,517 万円
分担金及び負担金　  1,993 万円
財産収入　　　　　　1,368 万円
寄付金　　　　　　　　222万円

1億296万円 2.3%諸収入
1億132万円 2.3%繰越金
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8億7,321万円
20.3％

歳出総額
43億233万円

総務費

8億9,732万円
20.9％

民生費

2億4,644万円
5.7％

衛生費

9億5,913万円
22.3％

公債費

5億49万円
11.6％

土木費

3億4,990万円
8.1％

教育費

2億4,146万円 5.6％
農林水産業費

1億2,865万円 3％商工費
その他
１億 573万円　2.5％
【その他内訳】
議会費 　　  4,167 万円
災害復旧費   3,990 万円
消防費 　　  2,344 万円
労働費 　　　　 72 万円

目的別

●財政用語【主な歳出】
〇人件費 …………… 職員の給与、議会議員の報酬、各種委員会委員の報酬など
〇扶助費 …………… 各種医療費の助成や児童手当、高齢者・障害者福祉費など
〇公債費 …………… 借入金（村債）を返済するためのお金
〇普通建設事業費 … 道路や橋梁など公共施設の建設費
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性質別
性　質 令和５年度 構成比

義務的
経 費

人 件 費 6億 5,486 万円 15.2%

扶 助 費 2億 5,637 万円 5.9%

公 債 費 9億 5,913 万円 22.3%

投資的
経 費

普通建設事業費 4億 1,189 万円 9.6%

災害復旧事業費 4,228 万円 1.0%

その他
経 費

その他
補助費・物件費等 19億 7,780 万円 46.0%
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